
新潟市病児・病後児保育事業実施要綱 

 

（目 的） 

第１条 この要綱は，児童が病気又は病気の回復期であって保育所等での集団保育の困難

な場合等において，一時的にその児童について容体を観察しながら保育する病児・病後

児保育事業（以下「事業」という。）を実施することにより、安心して子育てができる環

境を整備し、保護者の子育てと就労の両立を支援するとともに、児童の健全な育成及び

資質の向上を図ることを目的とする。 
（実施主体） 

第２条 事業の実施主体は，新潟市とする。 

２ 事業の実施については，社会福祉法人・医療機関・学校法人等に委託することができ

るものとする。 

（事業類型） 

第３条 本事業の対象となる事業類型は、次に掲げるものとする。 

（１）病児対応型 

 児童が病気の回復期に至らない場合であり、かつ、当面の症状の急変が認められ

ない場合において、当該児童を病院・診療所、保育所等に付設された専用スペー

ス又は本事業のための専用施設で一時的に保育する事業。 

（２）病後児対応型  

 児童が病気の回復期であり、かつ、集団保育が困難な期間において、当該児童を

保育所等に付設された専用スペース又は本事業のための専用施設で一時的に保育

する事業。 

 （３）送迎対応 

    病児対応型及び病後児対応型において、看護師、准看護師、保健師又は助産師（以

下「看護師等」という。）又は保育士を配置し、保育所等において保育中に体調不

良となった児童を送迎し、病院・診療所、保育所等に付設された専用スペース又

は本事業のための専用施設で一時的に保育することを可能とする。 

（対象児童） 

第４条 事業の対象児童は、市内に居住または市内の保育所等に通所もしくは市内に通勤

する保護者がいる生後６月から小学校６年生までの児童で、次の各号のいずれか

に該当する児童とする。 

（１）病児対応型 

    当面症状の急変は認められないが、病気の回復期に至っていないことから、集団

保育が困難であり、かつ、保護者の勤務等の都合により家庭で保育を行うことが

困難な児童（以下「病児」という。）とする。 

    なお、次号の対象児童を含めても差し支えない。 



（２）病後児対応型 

    病気の回復期であり、集団保育が困難で、かつ、保護者の勤務等の都合により家

庭で保育を行うことが困難な児童（以下「病後児」という。）とする。 

 （３）送迎対応 

    保育所等に通所する病児または病後児であって、保護者が勤務等により保育所等

へ迎えに行くことが困難な生後６月から就学前までの児童とする。 

２ 市外に居住する対象児童は、申し込み時点において、市内に居住する対象児童を受け

入れたうえで、なおも受け入れができる場合に限り利用できるものとする。 

（実施施設の指定） 

第５条 実施施設は，医療機関または保育所等に付設された施設（又は，医療機関の協力

が得られる施設）で，次条に定める施設等の基準を満たしている施設として，市長が指定

したものとする。 

（施設等の基準） 

第６条 施設については、次のとおりとする。 

（１）保育室は、原則として利用定員１人当たり１．９８㎡以上とし、１室８．０㎡を

下廻らないこと。 

（２）観察室又は安静室は、病児の静養又は隔離の機能を持つ部屋であって、原則とし

て利用定員当たり１．６５㎡以上であること。 

（３）調理室を有すること。なお、専用の調理室を設けることが望ましいが、本体施設

等の調理室と兼用しても差し支えないこと。 

（４）事故防止及び衛生面に配慮されているなど、児童の養育に適した場所とすること。 

（実施施設の業務） 

第７条 実施施設の業務は、次のとおりとする。 

（１）児童を受け入れるにあたっては，当該施設又は協力医療機関の医師により，当該

児童を事業の対象として差し支えない旨の確認を受けること。 

（２）体温の管理等児童の健康状態を的確に把握し，児童の病状に応じて安静を保てる

よう処遇内容を工夫すること。 

（３）他の児童への感染の防止に配慮すること。 

（４）保育所等から体調不良児の送迎を行う際には、送迎用の自動車に看護師等又は保

育士が同乗し、安全面に十分配慮した上で実施すること。 

（５）送迎方法はタクシーを原則とする。ただし、やむを得ない事由によりタクシーに

よる送迎対応が困難な場合には、その他自動車の借り上げ等による実施とすること。 

（６）児童の利用人数の少ない日等において、地域の保育所等に対して感染症流行状況、

予防策等の情報提供や巡回支援等を適宜実施すること。 

２ 医療機関に併設された施設以外で事業を実施する場合は，協力医療機関との連携を強

化することにより，緊急の事態に迅速かつ適切に対応できる体制の確保を図ること。 



（開設日等） 

第８条 実施施設の開設日は、週５日以上とし、市長と協議の上、設定するものとする。 

（利用の登録） 

第９条 事業の利用を希望する児童の保護者は、あらかじめ「新潟市病児・病後児保育事

業事前登録票」（別記様式第１号）を市長に提出し、事前の登録を行わなければならな

い。 

２ 送迎対応の利用を希望する児童の保護者は、あらかじめ「新潟市病児・病後児保育事

業送迎登録書」（別記様式第２号）を市長に提出し、事前の登録を行わなければならな

い。 

（事前の登録情報の共有） 

第１０条 各実施施設は、前条の新潟市病児・病後児保育事業事前登録票及び新潟市病児・

病後児保育事業（送迎対応）事前登録書に記載された個人データ（以下「事前の登録情

報」という。）に関し、事業の利用を希望する児童の保護者の同意を得た上で、事前の登

録情報を共有できるものとする。 

（利用の方法） 

第１１条 前条の事前の登録を受けている者が事業を利用しようとする場合は、利用希望

日の前日までに実施施設に利用予約をしなければならない。ただし、利用日において受

入れ人数に余裕があり、実施施設に支障がないと認められる場合は、利用日当日であっ

ても利用予約ができるものとする。なお、前条の事前の登録を受けている者が送迎対応

を利用しようとする場合は、利用希望日当日に利用予約をしなければならない。 

２ 事業の利用を希望する児童の保護者は、利用開始にあたり次に掲げる書類を市長に提

出しなければならない。 

（１）「新潟市病児・病後児保育事業利用申込書兼状況調査票」（別記様式第３号） 

（２）「新潟市病児・病後児保育事業医師連絡票」（別記様式第４号） 

３ 市長は、前項の規定による申込みを受けた場合は利用の可否を決定し、当該保護者に

通知するものとする。 

４ 児童が次に掲げる場合は、利用期間中であっても利用を終了することがある。 

（１）病後児対応型の事業者において、児童の病気の状態が急性期にあり、回復期と認

められないとき。 

（２）病状が変化し、事業者において対応が不可能なとき。 

（３）児童又は保護者が保育上の指示に従わないとき。 

（４）その他市長が利用を終了することが適当と認めるとき。 

（利用期間） 

第１２条 事業の利用は、集団保育が困難であり、かつ、保護者が家庭で保育をできない

期間の範囲内で、原則７日まで連続して行うことができるものとする。 

（保護者負担） 



第１３条 利用者は、実施施設に対し、別表に掲げる利用料を支払うものとする。 

２ 実施施設は、事業の利用者に飲食物等に係る費用負担を求めることができるものとし、

費用の額及び負担方法については、市長と協議の上、実施施設において定めるものとす

る。 

３ 利用者は、利用期間中に児童の症状の変化等により要した医療費、移送費等の経費を

負担しなければならない。 

ただし、送迎対応の実施に係る移送費は無料とする。 

４ 市長は、対象者が属する世帯が次の各号のいずれかに該当するときは、第１項に規定

する利用料を免除することができる。 

（１）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている世帯（以下「生

活保護受給世帯」という。） 

（２）市民税非課税世帯（４月から８月までは前年度分、９月から翌年３月までは当年度

分の課税年度をいう） 

５ 前項の規定による利用料の免除を受けようとする場合は、「病児・病後児保育事業利用

料免除申請書」(別記様式第５号）を実施施設に提出し、市長より利用料免除の可否の決

定を受けるものとする。 

６ 保護者が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令（昭和３９年政令第２２４号）第１条

第２号に規定する女子又は同令第２条第２号に規定する男子に該当する者である場合は、

当該保護者又は利用者の申請に基づき、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９

２条第１項第１１号に規定する寡婦又は同項第１２号に規定する寡夫であるとみなし、

同法第２９５条第１項第２号若しくは第３１４条の２第１項第８号若しくは第３項及び

第３１４条の６（寡婦又は寡夫に関する部分に限る。）の規定の例により算定した市町村

民税の課税額に基づいてその者の利用料を免除する。 

（事業の実施手続） 

第１４条 第２条第２項に基づき事業の委託を受ける医療法人等の代表者は、「病児・病後

児保育事業実施施設指定申請書」（別記様式第６号）を市長へ提出し、その承認を受けな

ければならない。 

（実績報告書） 

第１５条 実施施設の長は、各月の実施状況を翌月１０日までに報告するものとする。 

２ 実施施設の長は、上半期終了後に「病児・病後児保育事業実績報告書（上半期）」（別

記様式第７号）を、事業完了後に「病児・病後児保育事業実績報告書（下半期）」（別記

様式第８号）を速やかに市長に提出し、その審査を受けるものとする。 

第１６条 市長は、事業を実施するために必要な経費および支払期日を「新潟市病児・病

後児保育事業委託契約書」にて定めるものとする。 

（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 



附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成１２年９月２９日から施行する。 

 （生活保護受給世帯に関する特例） 
２ 平成２５年７月３１日において現に生活保護受給世帯であって，平成２５年厚生労働

省告示第１７４号による改正前の生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示

第１５８号）に規定する基準により算定したならば同日後も生活保護受給世帯であった

世帯に係る第１２条第３項の規定の適用については，平成２５年８月１日から平成２６

年３月３１日までの間は，当該世帯を生活保護受給世帯とみなす。 
３ 平成２６年３月３１日において現に生活保護受給世帯であって，平成２６年厚生労働

省告示第１３６号による改正前の生活保護法による保護の基準に規定する基準により算

定したならば同日後も生活保護受給世帯であった世帯に係る第１２条第３項の規定の適

用については，平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの間は，当該世帯を

生活保護受給世帯とみなす。 
４ 平成２７年３月３１日において現に生活保護受給世帯であって，平成２７年厚生労働

省告示第２２７号による改正前の生活保護法による保護の基準に規定する基準により算

定したならば同日後も生活保護受給世帯であった世帯に係る第１２条第３項の規定の適

用については，平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの間は，当該世帯を

生活保護受給世帯とみなす。 
５ 平成３０年９月３０日において現に生活保護受給世帯であって，平成３０年厚生労働

省告示第３１７号による改正前の生活保護法による保護の基準に規定する基準により算

定したならば同日後も生活保護受給世帯であった世帯に係る第１２条第３項の規定の適

用については，平成３０年１０月１日から平成３１年３月３１日までの間は，当該世帯

を生活保護受給世帯とみなす。 
６ 令和元年９月３０日において現に生活保護受給世帯であって，令和元年厚生労働省告

示第６６号による改正前の生活保護法による保護の基準に規定する基準により算定した

ならば同日後も生活保護受給世帯であった世帯に係る別表の規定の適用については，令

和元年１０月１日から令和２年３月３１日までの間は，当該世帯を生活保護受給世帯と

みなす。 
７ 令和２年９月３０日において現に生活保護受給世帯であって，令和２年厚生労働省告

示第３０２号による改正前の生活保護法による保護の基準に規定する基準により算定し

たならば同日後も生活保護受給世帯であった世帯に係る別表の規定の適用については，

令和２年１０月１日から令和３年３月３１日までの間は，当該世帯を生活保護受給世帯

とみなす。 
附 則 

 この要綱は，平成１３年４月１日から施行する。 



附 則 

 この要綱は，平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２５年８月２７日から施行し，平成２５年８月１日から適用する。  

附 則 

 この要綱は，平成２５年１２月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２６年６月５日から施行し，平成２６年４月１日から適用する。 

   附 則 
 この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は，平成２７年５月２６日から施行し，平成２７年４月１日から適用する。 
  附 則 
この要綱は，平成２７年１０月１日から施行する。 
  附 則 
この要綱は，平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は，令和元年８月３０日から施行し，令和元年９月１日から適用する。 
 附 則 

この要綱は，令和３年１月１５日から施行し，令和２年１０月１日から適用する。 

  附 則 
この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 
  附 則 
この要綱は，令和３年１０月１日から施行する。 

  



別表（第１３条関係） 
 

①基本料金 
時間帯（基本時間） 単価（児童１人についての日額） 

8:30～17:30 
４時間超 ２，０００円 

４時間以下 １，０００円 

 
備考 
（１）送迎対応を利用する児童は、予約完了時点から利用を開始しているものとする。 
（２）送迎対応の利用のキャンセルがあった場合は、キャンセルの連絡により利用を

終了したものする。 
 

②延長料金 
時間帯（延長時間） 単価（児童１人についての日額） 

基本時間以外 ３０分あたり２００円 

 
備考 
（１）利用時間に応じ，基本料金に延長料金を加算した金額を日額とする。 
（２）利用時間が延長時間帯のみの場合は，４時間以下の基本料金に延長料金を加算

した金額を日額とする。 
 
  



別記様式第１号（第９条関係） 

 

（宛先）　新　潟　市　長 　　　　　年　　　月　　　日

※太線内に記入してください　　

性別

　　　　　・　　　　・

氏　　　名： 氏　　　名：

勤務先名： 勤務先名：

勤務先電話： 勤務先電話：

携帯電話： 携帯電話：

　１期　・　２期

　受けた　・　受けていない 　１期初回　・　１期２回　・　１期追加

　１．突発性発疹 　２．はしか 　３．風疹 　４．水ぼうそう（いつ　　　年　　　月） ５．おたふくかぜ（いつ　　　年　　　月）

　６．熱性けいれん（回数　　　回）　　　（最後はいつ　　　年　　　月　　日）　　　（座薬の指示　有・無）

　７．アトピー性皮膚炎

　８．喘息および喘息様気管支炎（継続治療中・悪化時治療のみ）

　９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ない・ある （病名：　　　　　　 　　　　     　　 歳　　カ月） （病名：　　　　　　 　　　　     　　 歳　　カ月）

（病名：　　　　　　 　　　　     　　 歳　　カ月） （病名：　　　　　　 　　　　     　　 歳　　カ月）

ない・ある（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ない・ある（具体的に：　　　                   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

体質（薬物アレルギー等）や，くせなど心配なこと，配慮してほしいことについて具体的にお書きください

　常時服用している薬

　食事制限

そ
の
他

ポリオ 　受けた　・　受けていない

　これまでにかかった主な感染症や病気　　有　：　かかった病気に○をつけてください　　・　　　無

　入院したこと

予
防
接
種

Ｂ型肝炎 　受けた(　1 ・ ２ ・ 追加）  ・  受けていない ＭＲ（麻疹・風疹混合)

　受けた　・　受けていない

ＢＣＧ 　受けた　・　受けていない

三種混合 　受けた　・　受けていない

四種混合

　受けた(　 1  ・  ２  ）  ・  受けていない

小児用肺炎球菌 　受けた　・　受けていない おたふくかぜ 　受けた(　 1  ・  ２  ）  ・  受けていない

ヒブ 日本脳炎

ロタウイルス 　受けた　・　受けていない 水ぼうそう

受けた（Ⅰ期 １ ・ ２ ・３ ・Ⅰ期追加）・受けていない はしか（麻疹）・ 風疹

新生児期 出生時の異常　（有・無） 発育・発達 ふつう・少し遅れていると思う・わからない

緊
急
連
絡
先

父 母

自宅電話

通園施設名 　（　　　　　　　　　　　　     　　　）     保育園 ・ 幼稚園 ・ 認定こども園 ・ 小学校　／　　在宅

かかりつけ医 　（　　　　　　　　　　　　　　     　）     医院・病院　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　）先生

男
女 （　　　　歳　　　カ月）

自宅住所

〒　（　　　　　　　－　　　　　　　　）

新潟市病児・病後児保育事業　　事前登録票

 市内全ての病児・病後児保育施設で利用を可能とするため，
 本登録票の情報を全施設で共有することに同意します。

（申込者）氏名　

登
録
児
童

フリガナ 愛称 生年月日

児童氏名

－ －

－ －

－ －

－ －

登録番号

－ －

カルテ番号

（台帳番号）－ －



別記様式第２号（第９条関係） 

 



 



別記様式第３号（第１１条関係） 

 
◆【病児のみ】緊急時の診察等について承諾いたします。

※　太線の枠の中を記名してください。

17  施設として気にかけてもらいたいことはありますか

署名欄
◆本書及び医師連絡票に記載された内容について，利用施設における看護・保育サービス向上のため

　 の研修や研究のための統計作成等を目的に申込情報を匿名化し使用することを承諾いたします。

左記項目について、確認し同意します。

※署名がない場合サービスをご利用できせん。

◆一連の看護・保育サービスを提供するにあたり、利用児童の最善の利益のため、利用施設が通園施

 　設へ看護・保育の情報提供を行うほか、利用児童の情報を照会することに承諾いたします。

14　保育園・幼稚園・小学校などで流行っている病気はありますか　　 ない　・　ある　〔　　　    　　　　　　　　　　〕

15　体重を記入してください 体重　　　　　　　　　㎏

16  前日から今朝にかけての症状について簡潔に記入してください

11  おしっこの回数は いつもと同じ　・　やや少ない　・　少ない

12　発疹は出ていますか ない　・　ある　　〔　顔・足・おなか・おしり・背中・口・その他（　　　　　　　     　　　　　　　　）　〕

その発疹はいつから出ていますか　　　　　　　月　　　　日から

13　目の症状はありますか ない　・　ある　〔　めやに　・　かゆみ　・　充血　いつから　　　　月　　　日から　〕

８　 下痢はしていますか していない　・　している　いつから　〔　　　　日　　　時頃から　　　　回／日〕　，今日　　　　回

９　 水分はとれますか とれる　・　あまり飲めない

10  食事はとれていますか とれる　・　あまりとれていない

５　 夜は眠れますか 眠れる　・　眠れない　〔　時々起きてしまう　・　全然眠れない　〕

６ 　痛みはありますか ない　・　ある　〔　頭・のど・おなか・耳(右・左）・その他（　　　　       　　　　　　　　　　　）　〕

７ 　吐き気はありますか ない　・　ある　いつから　〔　　　　日　　　時頃から　　　回〕，最後の嘔吐は　　　 　日　 　　時頃

２　 昨日から今日にかけて解熱剤(熱さまし)を使用しましたか 使用していない　・　使用した　〔　座薬　・　内服　〕

昨日の最高体温　　　　　　℃　最終使用時間　　　　　　　時　　　　　　分 頃

３ 　せきは出ますか 出ない　・　出る　〔　コンコン　・　ゴホゴホ　・　ゼーゼー　・　ケンケン　〕　

４　 鼻水は出ますか 出ない　・　出る　〔　水鼻　・　青鼻　〕

利用期間 　　　　　年　　　月　　　日　　～　　　　　　　年　　　月　　　日 日間　

児童の状況について，該当するところに○をつけ，必要事項を記入してください。

１ 　発熱はありますか ない　・　ある　いつから〔　　          　　　　　　　　　〕　今朝の体温　　　 　　℃，平熱　 　　　　℃

内服②

②

氏名

（続柄）
（　　　　　）その他

（内服以外）
連絡先

お薬の服用 緊急連絡先

服用の有無

①

氏名

（続柄）
（　　　　　）

内服①
連絡先

氏名
（性別・生年月日）

氏名

（続柄）

（　　　　　）

通園・通学施設
（保育園・幼稚園・認定こども園・小学校／ 在宅）

お迎え予定時間
　　午前

　　午後

利用施設名

利用児童 お迎えに来る方

フリガナ フリガナ

保護者氏名 電話番号 —　　　　　—

住所

新潟市病児・病後児保育事業　利用申込書兼状況調査票
（宛先）　新　潟　市　長

提出日 　　　　　年　　　月　　　日
フリガナ

時 分頃

こもれび ・ ひまわり ・ きどっこ ・ よいこのもり

キッズルームたけの子 ・ 森のおうち ・ きしゃぽっぽ ・ みなみっくる

カンガルー ・ さいせいかい ・ ねむの木

（ 男 ・ 女 ）（ 年 月 日）

（ ）

（ 食前 ・ 食後 ）（ 午前 ・ 午後 時 分頃 ）

（ 午前 ・ 午後 時 分頃 ）

※服用時間が複数回の場合、それぞれの服用時間を記載ください。

□ 服用した □ 服用していない

※使用したお薬の種類を記載し使用した時間を記載してください。

（例．軟膏、座薬 ）

（ 食前 ・ 食後 ）（ 午前 ・ 午後 時 分頃 ）



別記様式第４号（第１１条関係） 

 



別記様式第５号（第１３条関係） 

 



別記様式第６号（第１４条関係） 

 



別記様式第７号（第１５条関係） 

 

（宛先）新潟市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 施　 　設　　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 施設設置者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代　表　者　名　　　　　 ・ 　

別紙「　　　　年度病児・病後児保育事業実績報告書（上半期）」のとおり報告いたします。

なお，事業実施において，利用料及び早朝・延長保育料の保護者負担に係る減免分，及び児童

数に対する加算分について，下記の額を請求いたします。

1． 請求額　　　 金 円

　　　　　　　　

　　　　年度病児・病後児保育事業実績報告書（上半期）の提出について

記

年　　　月　　　日

㊞ 



別記様式第８号（第１５条関係） 

 

 

（宛先）新潟市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 施 設 名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 施 設 設 置 者 名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代 表 者 名 ㊞

別紙「　　　　年度病児・病後児保育事業実績報告書（下半期）」のとおり報告いたします。

なお，事業実施において，利用料及び早朝・延長保育料の保護者負担に係る減免分，及び児童

数に対する加算分について，下記の額を請求いたします。

1． 請求額　　　金 円金

年　　　月　　　日

　　　　年度　病児・病後児保育事業実績報告書（下半期）の提出について

記


